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研究要旨 

 セルフメディケーション（および税制）について、i) 商用レセプトデータベース・薬事

工業生産動態統計調査を用いた潜在的な医療費削減効果の推計と ii) スマートフォンアプ

リケーションアンケートによる利用動向調査 iii) 利用意向に関する行動経済学的調査を実

施し、iv) 令和 4年 (新制度導入)以降の制度導入に伴う医療費削減効果推計の基盤整備を

目指した。 i)では、現状「すぐに」OTCで代替可能な金額は成分のみ一致項目で 6,315億

円・効能と成分の一致項目 3,278億円である一方で、対象範囲を拡大した際のポテンシャル

削減額は、成分一致品目全体で 2兆 2,117億円・効能成分一致品目に絞ると 4,961億円とな

った。ii)では、確定申告を行い、なおかつ医療費控除を行わなかった利用者 10,597人のう

ち、セルフメディケーション税制の利用者は 116名(1.1%)で、回答者全体 (34,349人)に対

する割合は 0.33%であった。税制利用者は全体および医療費控除での OTC申請者と比較し

て、OTC利用金額が高かった。 

iii)では、5,335人の調査の結果、セルフメディケーション税制不使用の利用として最大だ

ったのは「税制そのものをよく知らない」であった。 以上の研究を通し、潜在的削減効果

の推計と利用促進に対する障壁を特定した。令和 5年度以降も、今回構築したプラットフォ

ームを活用しつつ、経時的な情報提供と医療費・セルフメディケーション双方の利用動向の

推移を捕捉していく。 
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A) 研究の背景と目的 

 セルフメディケーション税制について

は、制度の５年間延長・対象医薬品の範囲

見直し (領域を指定した上でのスイッチ

OTC医薬品以外への拡大)を行うとともに、

医療費適正化効果について、適切な指標を

設定した上で検証を行うことが求められて

いる。 

 今年度の研究では、先行研究を参照しつ

つ i) 商用レセプトデータベース・薬事工

業生産動態統計調査を用いたセルフメディ

ケーション・セルフメディケーション税制

導入による潜在的な医療費削減効果の推計

と ii) スマートフォンアプリケーションア

ンケートによるセルフメディケーション・

セルフメディケーション税制利用動向調査

iii) セルフメディケーション税制の利用意

向に関する行動経済学的調査を実施し、iv) 

令和 4年 (新制度導入)以降の制度導入に伴

う医療費削減効果推計の基盤整備を目指し

た。あわせて、利用の障壁となる要素の探

索をおこなった。 

B)方法 

 i) 商用レセプトデータベース・薬事工業生

産動態統計調査を用いたセルフメディケーシ

ョン・セルフメディケーション税制導入による

潜在的な医療費削減効果の推計 

 申請者らは、令和 2 年度までの研究によっ

て、あらかじめ設定した 11 領域 (既存の OTC

置き換え可能領域 6 領域・新規の領域 5 領域)

について、対象疾患を含む医療費のうち「医療

機関の受診が不要な疾患である人数」に「単一

疾患のみを罹患しているレセプトの一件あた

り医療費」を乗じて、潜在的な置き換え可能医

療費を推計した。削減幅の合計は既存 6 領域で

2,330 億円・新規領域で 880 億円、合計で 3,210

億円であった。 

令和 3 年度は、全体把握のために、医療用医

薬品の売上のうち現状の置き換わり状況を把

握すべく、OTC 医薬品の売上げと医療用医薬

品の売上げについて、「総数でのシェア」「OTC

成分でのシェア」「OTC 効能のシェア」の 3 つ

について、薬効分類ごとの算出を実施した。

126 の薬効分類のうち、OTC の売上がゼロで

ない 66 分類について分析を実施した。医療用

医薬品の売上げ 10.4 兆円 (2019 年度)のうち、

66 分類の売上は 6.4 兆円 (61.7%)を占めた。

令和 4 年度はこれに引き続き、OTC 成分を拡

大した場合の効果推計として、以下の 4 つの手

法によってOTC対象製品を拡大した場合の効

果推計を実施した。 

具体的には、 

i) 海外で OTC 販売の実績があるもの 

(AESGP OTC ingredient に記載がある

もの) 

ii) 日本薬学会 2008-2011 に選定したスイ

ッチスキームでスイッチ OTC 候補に選

定されたもの 

iii) 新スイッチスキームで要望されたもの 

iv) 上の三成分と同種同効であるか、「OTC

の範囲に関する一般原則」に合致するも

の 

のいずれかを満たすものについて、成分を追

加したことによる市場の増加額を評価した。 

 

 各薬効分類ごとにOTC医薬品と医療用医薬

品の売上げを求めた上で、分子はすべて OTC

売上に設定し、分母の「医療用医薬品売上」を

以下のように変化させて、「OTC 売上÷(OTC

売上＋各状況における『医療用医薬品売上』)」 

を OTC のシェアと定義し、それぞれのケース

で求めた。 

 1) 総数でのシェア: 各薬効分類の医療用医

薬品売上の全合計 

 2) 成分一致でのシェア(以前の表現では

「OTC 成分」)：OTC が存在する医薬品（適
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応は問わない）の売上  (ex. 適応症は問わず、

インドメタシンの合計売上) 

 3) 効能成分一致でのシェア：(以前の表現で

は「OTC 効能・OTC 薬効」) OTC が存在し、

なおかつ適応症上も置き換え可能な医薬品の

売上の合計(ex. インドメタシンの売上のうち、

腰痛は OK, 変形性関節症は NG) 

 66 分類 (大項目)の売上は薬事工業生産動

態統計調査を用いて算出した。その上で、各品

目の売上げとOTC置き換え可能な疾患に対し

て使用された部分に絞った売上は、商用レセプ

トデータベース上の該当薬剤の処方件数と、該

当薬剤の処方のうち予め定義した「対象疾患」

に対して使用された件数を用いて算出した。デ

ータソースとしては、組合健保の加入者 (約

500 万人)を対象とする JAMMNET 株式会社

のデータベースを用いた。 

  

 ii) スマートフォンアプリケーションを用い

たアンケートによるセルフメディケーション・

セルフメディケーション税制利用動向調査 

 健保組合加入者を対象にしたスマートフォ

ンベースの健康啓発アプリケーションを用い

て、アプリ利用者に対してセルフメディケーシ

ョン・セルフメディケーション税制利用動向調

査を実施し、税制の利用に関わる因子と行動様

式の同定を試みた。 

 アプリ利用者に対して定期的に実施してい

るアンケートに、 

 「セルフメディケーション税制の認知度」 

 「医療費控除の認知度」 

 「確定申告の有無・医療費控除制度の利用の

有無」 

 「セルフメディケーション税制制度の利用の

有無」 

 「OTC 医薬品の年間購入金額」 

 に関する質問を追加し、調査を行った。 

 

iii) セルフメディケーション税制の利用意向

に関する行動経済学的調査 

昨年度までのアプリケーションを用いた調査

と、その結果により、セルフメディケーション

およびセルフメディケーション税制について

最適なスタイルの調査デザインを検討した。セ

ルフメディケーション税制の利用に至るまで、

医療費支出の大小や知識の有無、制度利用に関

するリテラシーなど、さまざまな要因が影響す

ることが示唆されている。過去の調査では、利

用動向に影響する複数の要因を並列して提示

したうえで、それぞれの影響を量的に検討する

コンジョイント調査の手法を主に使用してき

た。しかしセルフメディケーション・セルフメ

ディケーション税制の使用の有無の場合には、

「置き換わりうる医療の発生の有無」「セルフ

メディケーションそのものの利用の有無」「制

度に関する知識の有無」などが、並列ではなく

垂直的に影響することが示唆されている。その

ため、横断的に要素を提示するコンジョイント

調査のスタイルではなく、セルフメディケーシ

ョン税制の利用に至るまでの順を追って要素

を提示した上で、「脱落率」を評価していく手

法により、利用動向の推計を実施した。 

具体的には、セルフメディケーション税制の

利用経験が「ない」と回答した者について、理

由を以下の中から選択させる（複数可）形で実

施した。 

1. セルフメディケーション税制について、よ

く知らなかったから 

2. どの OTC医薬品（市販薬）がセルフメディ

ケーション税制の対象なのか、よく分から

ないから 

3. OTC医薬品（市販薬）はよく買っているが、

その薬が税制の対象となっていないから 

4. セルフメディケーション税制の対象にな

る最低金額を超えるまで、OTC 医薬品（市

販薬）を購入していなかったから 
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5. 医師の診察を受けるのを優先しており、

OTC 医薬品（市販薬）を購入することがほ

とんどないから 

6. レシートを集めたり、申告の手続きが面倒

だから 

7. そもそも確定申告をしていないから 

8. 医療費控除の申告を行っているから 

9. セルフメディケーション税制の申告方法

が、よく分からないから 

10. 申告しても還付金額が少ないから 

 

あわせて、セルフメディケーション税制の本来

の要件を構成する「健康の維持増進及び疾病の

予防への取組として一定の取組を行う」につい

て、健康診断の受診の有無と、国民健康栄養調

査で提示された 9 種の健康行動 (規則正しく

朝・昼・夕の食事をとっている, 適度に運動（ス

ポーツを含む）をするか身体を動かしている, 

たばこを吸わない, ストレスをためないよう

にしている,などの 9 種)の取り組みの有無を

質問し、税制利用の有無との関係を調査した。 

 

iv) 令和 4 年 (新制度導入)以降の制度導入に

伴う医療費削減効果推計の基盤整備 

 セルフメディケーション税制導入の効果と、

セルフメディケーションそのものの置き換え

による効果について、指標としては「セルフメ

ディケーション税制の導入による税収減少効

果」「医療用医薬品からセルフメディケーショ

ンへの移行にともなう保険医療費削減効果」 

の双方を捕捉することが有用である。医療用医

薬品からセルフメディケーションへの移行を

捕捉するためには、 

 1) 対象となりうる（置き換わりうる）医療

用医薬品の市場規模の把握 

 2) セルフメディケーションへの「置き換え」

の促進 (行動変容の促し) 

 3) セルフメディケーションへの置き換わり

金額の把握  

の 3 つの評価が肝要になる。1)と 3)は金銭的

な把握が可能な部分で、2)は行動経済学的評価

が求められる部分である。金銭的定量化が（相

対的には）容易な 1)3)も、通常の医療介入とは

異なり、3)の部分（セルフメディケーションの

売上関連の部分）は保険請求データでは捕捉不

可能であるため、他のデータソースを用いた複

合的な評価が不可欠である。 

 以上のようなセルフメディケーション領域

の特性を十二分に考慮するために、i)や ii)の検

討結果を踏まえて、次年度以降にどのような形

での実態評価を実施するかについて、プロトコ

ルと研究体制の基礎作りを実施した。 

 

 

 

 

C)結果 

 i) 商用レセプトデータベース・薬事工業生

産動態統計調査を用いたセルフメディケーシ

ョン・セルフメディケーション税制導入による

潜在的な医療費削減効果の推計 

 （五十嵐） 

  表 1に、OTC医薬品の売上げと、予め定義

した「総数」「OTC 成分」「OTC 効能」の条件を

満たす医療用医薬品の売上げとシェアを示し

た。合わせて、拡大後総額として成分一致品目・

効能成分一致品目の売上と、拡大ポテンシャル

として拡大前後のそれぞれの売上額の差分を

表示した。 

 医療用医薬品の総売上げは 10.2 兆円 (2020

年度)・OTC の医薬品の総売上げは 7,335 億円

で、総売り上げをベースにした場合のシェアは

7.1% (7335 億円÷(10.2 兆＋7,335 億))、成分

一致品目をベースにすると 53.0% (7,335 億円

÷ (6,513 億＋7,335 億)), 効能成分一致品目

をベースにすれば 69.1% (7,335 億円÷(3,278
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億+7,335 億))であった。「すぐに」代替可能な

効能成分一致売上総額は、3,278 億円である。 

 主要な薬効について、現状と拡大後の売上の

変化を表示した。拡大ポテンシャルの総額は、

成分一致品目全体で 2 兆 2,117 億円・効能成分

一致品目に絞ると 4,961 億円となった。拡大ポ

テンシャルが大きい薬効分類は、成分一致品目

では 214 血圧降下剤／217 血管拡張剤 (＋

4,036 億円)・232 消化性潰瘍用剤 (＋1,985 億

円)・218 高脂血症用剤 (＋1,887 億円)。効能

成分一致品目では、449 その他のアレルギー用

薬 (＋837 億円)・131 眼科用剤 (＋574 億円)・

214 血圧降下剤／217 血管拡張剤 (＋565 億

円)となった。 

  

ii) スマートフォンアプリケーションを用いた

アンケートによるセルフメディケーション・セ

ルフメディケーション税制利用動向調査 

 （五十嵐・和田・後藤） 

 2022 年 6 月〜7 月にかけて調査を実施し、

34,749 人から有効回答を得た。 

 図 2-1 に、セルフメディケーション税制と医

療費控除制度それぞれの認知度を示す。 

 「よく理解している」および「ほぼ理解して

いる」回答者の割合は、セルフメディケーショ

ン税制で 28.9%・医療費控除制度では 63.1%

であった。両制度の認知度に関するクロス集計

では、両制度の認知度相互間に強い相関があっ

た(p<0.001)。なお前年度の調査では、「よく理

解している」および「ほぼ理解している」回答

者の割合は、セルフメディケーション税制で

22.3%、医療費控除制度では 56.6%で、両者と

もに認知度の向上が見られた。医療費控除制度

を「よく理解している」層と「ほぼ理解してい

る」層では、セルフメディケーション税制につ

いても高い認知度を示した（「よく理解」層で

63.2%, 「ほぼ理解」層で 33.9%）。 

 確定申告・医療費控除制度・セルフメディケ

ーション税制の利用の有無の回答を図 2-2 と

表 2-2 に示す。それぞれの利用割合は確定申告

ありが 20,344 人で、そのうち医療費控除の利

用者が 9,747 人 (47.9%)、医療費控除の中で

OTC を申請している利用者が 3,412 人 (医療

費控除の利用者のうち 35.0%)であった。 

 確定申告を行い、なおかつ医療費控除を行わ

なかった利用者 10,597 人のうち、セルフメデ

ィケーション税制の利用者は116名(1.1%)で、

回答者全体 (34,349人)に対する割合は 0.33%

であった。 

 図 2-5 に、セルフメディケーション税制を

「利用した」と回答した 116 人と、医療費控除

のなかで OTC を申請した 3,412 人について、

年間のOTC医薬品全体および対象品目の購入

金額を示す。セルメ税制利用ありもしくは

OTC 申請ありの回答者は、全体と比較して、

OTC 利用金額が高い傾向にあった。無回答・

分からないを除外した上で、対象商品を

12,000 以上購入した回答者の割合は、全体が

3.6%に対し、税制利用者では 27.4%・医療費

控除での OTC 申告者では 8.6%であった。 

iii) セルフメディケーション税制の利用意向

に関する行動経済学的調査 

 年齢・人口分布を調整したうえで、5,335人

に調査を実施した。このうち、セルフメディケ

ーション税制制度の開始 (2017 年)以降に申

告を行ったことがあると回答したのは 164 人 

(3.1%)、そのうち昨年度に申告を行ったと回答

したのは 139人であった。無回答や不明ではな

く、「セルフメディケーション税制の申告を行

ったことはない」と回答した 4,184 人につい

て、その理由を調査した。 

 結果は表 3-1に示すとおりである。全世代を

通して、「税制そのものをよく知らない（セル

フメディケーション税制について、よく知らな

かったから）」が最も多かった (49.8%, 2083

人)。「どの OTCが対象品目なのかよく分からな
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い」「申告方法がよく分からない」の 2 つを加

えて『知識不足』と位置付けると、いずれかの

理由に該当すると回答した参加者は 59.4% 

(2,486人)だった。  

 健康増進のための行動・心がけと、健康診断

受診の有無について、何らかの行動・心がけを

行っている者の割合は 86.9% (4,636 人)・健康

診断受診者の割合は 61.4% (3,278 人)であっ

た。セルフメディケーション税制の申告経験の

ある 164 人では、健康行動／心がけの実施は

95.7% (157 名)・健康診断受診は 71.3% (117

名)であった(p<0.01)。 

 表 3-2 に、web 調査におけるセルフメディケ

ーション税制の認知度と、今後の医療保険制度

のあり方に関する設問の回答結果の関係を示

す。後者の設問は、今後の医療保険制度を維持

していくための方策として、i) 自己負担や保

険料・税金を上げて、今までどおりすべての薬

をカバーし続ける ii) 自己負担や保険料・税金

は上げずに、他の分野の予算を回して、今まで

どおりすべての薬をカバーし続ける iii) 現状

の制度を維持するために、一部の薬は保険から

外す の 3 通りから選択するものである。セル

フメディケーション税制の認知度については、

「制度を知っているが興味がない」が 15.4% 

(821 人)・「制度を知っていて、興味もある」が

11.3% (602 人)であった。制度を知っていると

回答したこの 2 層では、医療保険制度のあり方

について「給付制限(一部を保険から外す)」と

回答した者の割合が、他の層よりも有意に高か

った (知っているが興味なし 28.99%, 知って

いて興味あり 29.57%、全体 23.5%)。 

iv) 令和 4 年 (新制度導入)以降の制度導入に

伴う医療費削減効果推計の基盤整備 

(全員) 

 i)ii)iii)の結果から、 

＜保険加入者向けアプリケーションを用いた

調査と医療費把握＞ 

 ii)のアプリケーション調査の結果、セルフメ

ディケーション税制の認知度およびセルフメ

ディケーション税制の利用について、医療費控

除（セルフメディケーション税制とは併用不可

能で、どちらか一方のみ申告時に利用可能）と

の混同を可能な限り排除しつつ、対象者を絞り

込むことが可能になった。 

 アプリケーションベースのアンケートは、令

和 5 年度以降も実施予定であり、なおかつ、ア

ンケート回答者の 60%程度は経時的に回答し

ているため、複数年の回答者のデータを切り出

した経時的評価も実施する。今回の調査で用い

たアプリケーションは、回答者が加入する健

保・国保の医科レセプト情報 (750 万人程度)

とも連携しており、利用動向と関連疾患の医療

費の変化に与える影響も評価できる。さらに、

令和 3年度と 4年度の調査で、セルフメディケ

ーション税制の認知度の向上が見られた 

(22.3%→28.9%)。向上効果の一部は、年度内に

経時的に実施した啓発記事の影響と考えられ

る。令和 5年度以降、記事閲覧者と非閲覧者に

ついての、利用動向の変化（アンケートベース）

と医療費の変化（レセプトベース）の双方を評

価していく。今回は DeSC ヘルスケア株式会社

のアプリケーションを利用したが、健保ベース

の他のアプリケーションとして、JMDC 株式会

社の PePUPアプリケーションも併用しつつ、多

角的にデータ構築を行っていく。後者について

は、令和 5年 4月に初回の調査を実施済みであ

る。 

合わせて、セルフメディケーションの利用動

向のような想起にもとづく回答に頼らざるを

得ない分野では、人々のこれまでの経験や属性

が調査協力や調査の信頼度に影響を及ぼす可

能性がある。そのため、社会福祉の視点から研

究班内での検討をおこない、社会福祉の視点か

ら作成された手法によるウェブアンケート調

査を行い、回答の信頼度や医療費に関連する要



7 

 

因についての基礎資料を作成することを付随

研究として実施した。具体的には、研究協力者

である和田が実施している日本における子ど

もへの不適切な養育(マルトリートメント)に

よる社会・健康格差評価研究 -JSAPA(The 

Japanese Survey on Interaction of Adverse and 

Positive childhood experience towards 

Adulthood)において、本研究用に新たに、デー

タベースを作成した。これまでの JASAPA の

データベース（ACE 及び属性）にさらに質問

内容を変更した多面的な質問項目を追加して、

回答の信頼性を測定した。また測定した信頼性

による集団比較をおこない、信頼性に影響を及

ぼす可能性のある因子等を検討した。 

 全解答数 434 ケースのうち、38 ケース

（8.8％）について信頼性に課題が見つかった。

これまでの研究によると学歴が低いことや年

齢層が最も若い/高齢グループに信頼性が低く

なることが明らかになっていたが､今回の研究

では、回答者における、”父からの ACE 歴”、”

児童相談所歴”、”一時保護歴”の有無について

信頼性に違いが見られ、ACE 歴による医療費

や生活の満足度が異なる事が分かった。ACE

の被害歴は医療費などの甚大な社会的コスト

を発生されていることが明らかになってきて

いる。社会の医療費を適正化するには､医療費

を増大させ、メンタルヘルスの悪化に関連する

ACE の把握が必要と考えられる。しかしなが

ら ACE 項目や医療費などの健康状態を尋ねる

ことは非常にセンシティブな行為であり、各国

においても信頼できる ACE の把握のための研

究デザインに苦慮している状況である。本付随

調査により信頼性をあげるための課題やその

対応策についての基礎資料が集積されたと考

える。 

  

＜他のチャネルを用いた経時的検証＞ 

 健康保険組合の取り組みとして (加入者数

10万人程度)、花粉症および皮膚科疾患の薬剤

について保険医療費が発生している（すなわち、

セルフメディケーションへの移行が可能な）加

入者を、レセプトを用いて特定した。i)ii)の

結果を踏まえて、「すでに OTC で同じ薬効・効

能の薬剤が存在する加入者」のみならず、「花

粉症・皮膚科疾患のみの受診が観測されている

が、OTCが存在しない薬剤を処方されている加

入者」もレセプトから抽出した上で、対象者の

特定を行うとともに、セルフメディケーション

の利用案内をするとともに、組合内に構築した

OTC のオンライン販売サイトの紹介を実施し

た。あわせて、さらに提供範囲を拡充すべく、

紙媒体での通知の標準フォーマットを構築し

た。医療費の発生・OTCの置き換え啓発・OTCの

購入が自組合内で完結するため、OTCへの実際

の移行の有無を含めて、組合で捕捉が可能であ

る。この枠組みを令和 5年度以降も拡張し、レ

セプトデータベースの分析・対象者の特定・対

象者への通知送付と「受け皿」たるオンライン

販売サイトの拡充を、同時並行的に実施する予

定である。 

 

D)考察 

 セルフメディケーションおよびセルフメデ

ィケーション税制の評価するためには、消費者

（患者）側の能動的なアクション（OTC の購

入・金額の捕捉・申請など）も必要となる。現

状の利用割合が 0.5%以下にとどまるが、確定

申告非利用者や医療費控除の利用者を除いた

集団において、最も利用の障壁となっているの

は「情報が上手く伝わっていないこと（税制の

内容が分からない・対象品目が分からない・申

告の方法が分からない）」の 3 点であった。一

方で、スマートフォンアプリを用いた啓発記事

の配信や、「出口」たる OTC の購入サイトへ

のチャネルを確保したうえでの情報提供が、セ

ルフメディケーションの知識の普及や、セルフ
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メディケーションへの乗り換えの促進に一定

の効果があることも明らかになった。令和 5 年

度以降も、今回構築したプラットフォームを活

用しつつ、経時的な情報提供と医療費・セルフ

メディケーション双方の利用動向の推移を捕

捉していく。 

 税制導入のインパクトを複眼的に推計する

ことと、そもそものセルフメディケーションお

よびセルフメディケーション税制の認知度を

高めること、さらに認知度向上に資する施策の

特定を経時的に進めることで、「セルフメディ

ケーション税制の利用率・認知率向上」と「向

上したことの潜在的・顕在的社会経済的インパ

クト」の双方を評価し、政策評価の基盤となる

エビデンスの提供を図っていく予定である。 

 

E) 結論 

 セルフメディケーション税制およびセルフ

メディケーションの利用について、レセプトデ

ータベースの解析とスマートフォンアプリを

用いたアンケート調査・web でのアンケート調

査など多角的な手法を用いて、潜在的削減効果

の推計と利用促進に対する障壁を特定した。令

和 5 年度以降も、今回構築したプラットフォー

ムを活用しつつ、経時的な情報提供と医療費・

セルフメディケーション双方の利用動向の推

移を捕捉していく。 

 

F) 健康危険情報 

なし 

G) 研究発表 

1. 五十嵐中. 続・OTC医薬品の価値とは？ セ

ルフメディケーションの日シンポジウム基調

講演, 2022.7.8, 東京. 

2. 五十嵐中. セルフメディケーションの価値

とは？ 健康保険組合経営研究会 第 5 回自主

研究会, 2022.12.14, 東京. 

 

H) 知的財産権の出願・登録情報 

なし 

  



表1 薬効分類ごとの現状のOTCシェアと、拡大後総額および拡大ポテンシャル (単位・億円)

（現状のまま) OTCシェア 拡大後総額 拡大ポテンシャル (絶対値)

OTC金額 成分一致 効能成分一致 全体 vs成分 vs効能成分 vs全体 成分一致 効能成分一致成分一致 効能成分一致

総数 7,335 6,513 3,278 101,631 53.0% 69.1% 6.7% 28,630 8,239 22,117 4,961

114 解熱鎮痛薬 516 439 109 1,217 54.1% 82.6% 29.8% 982 218 544 109

119 その他中枢神経用薬 1 0 0 3,140 100.0% 100.0% 0.0% 228 107 228 107

131 眼科用剤 638 75 31 2912 89.5% 95.4% 18.0% 1,508 605 1,433 574

132 耳鼻科用剤 185 65 32 318 73.9% 85.3% 36.8% 540 268 474 236

214 血圧降下剤・217血管拡張剤 0 0 0 4331 (-) (-) 0.0% 4,036 565 4,036 565

216 血管収縮剤 0 0 0 120 (-) (-) 0.0% 192 94 192 94

218 高脂血症用剤 6 277 17 3818 2.1% 26.2% 0.2% 2,164 243 1,887 226

232 消化性潰瘍用剤 6 208 47 2648 2.8% 11.4% 0.2% 2,193 444 1,985 397

235 下剤・浣腸剤 265 248 114 559 51.7% 69.9% 32.2% 1,007 482 759 368

239 その他消化器官用薬 6 38 16 1,816 13.5% 26.9% 0.3% 346 118 308 102

264 鎮痛，鎮痒，収斂，消炎剤 846 1,503 432 1,569 36.0% 66.2% 35.0% 2,223 703 720 271

269 その他の外皮用薬 31 0 0 405 100.0% 100.0% 7.2% 510 239 510 239

31 ビタミン剤 693 452 157 1,032 60.5% 81.6% 40.2% 1,390 498 938 341

396 糖尿病用剤 2 0 0 4,009 100.0% 100.0% 0.0% 262 130 262 130

449 その他のアレルギー用薬 84 674 196 2,260 11.1% 30.1% 3.6% 2,662 1,033 1,988 837

上記細項目以外の薬効分類合計 4,056 2,533 2,128 71,479 61.6% 65.6% 5.4% 8,387 2,492 5,854 364

成分一致：OTCが存在する医薬品（適応は問わない）の売上  (ex. 適応症は問わず、インドメタシンの合計売上)

効能成分一致：OTCが存在し、なおかつ適応症上も置き換え可能な医薬品の売上の合計(ex. インドメタシンの売上のうち、腰痛はOK, 変形性関節症はNG)

※薬効分類ごとの数値は代表的なものを表示しているため、各項目の合計よりも「総数」の数値が大きくなる
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表2-1 スマートフォンアプリ調査によるセルフメディケーション税制・医療費控除の認知度 (N=33,103)
セルフメディケーション

医療費控除 よく理解 ほぼ理解 あまり理解なし 理解なし 聞いたことなし 合計

よく理解している 1,672 2,279 1,359 315 631 6,256 18.9%

ほぼ理解している 226 4,965 5,852 1,608 2,627 15,278 46.2%

聞いたことはあるが、あまり理解していない 50 347 4,032 1,478 2,844 8,751 26.4%

聞いたことはあるが、理解していない 9 22 218 667 1,435 2,351 7.1%

聞いたことがない 3 7 21 13 423 467 1.4%

1,960 7,620 11,482 4,081 7,960 33,103

5.9% 23.0% 34.7% 12.3% 24.0%
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表2-2 スマートフォンアプリ調査における確定申告・医療費控除・医療費控除のOTC申請・セルフメディケーション税制の利用状況

確定申告の実施

無回答 1,706 4.9%

自分自身が行った 12,595 36.2%

自分以外の家族が行った 5,297 15.2%

自分も家族も別々に行った 2,452 7.1%

自分も家族も行っていない 12,699 36.5%

医療費控除の申請 (確定申告あり, N=20,344) 

無回答 21 0.1%

自分自身が行った 6164 30.3%

自分以外の家族が行った 3314 16.3%

自分も家族も別々に行った 269 1.3%

自分も家族も行っていない 10576 52.0%

医療費控除中でOTCを申請 (医療費控除あり, N=9,747)

無回答 12 0.1%

あり 3412 35.0%

なし 6323 64.9%

セルフメディケーション税制 (確定申告あり・医療費控除なし, N=10,597)

無回答 33 0.3%

あり 116 1.1%

なし 10448 98.6%
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表2-3 スマートフォンアプリ調査におけるOTC全体・税制対象品目の購入金額

OTC全体の購入額 全体 割合 セルメ税制利用あり (N=116) 医療費控除OTC申請あり (N=3,412)

無回答 1790 5.2% 2 1.7% 3 0.1%

分からない 10326 30.1% 25 21.6% 850 24.9%

全く購入していない（０円） 2540 7.4% 4 3.4% 115 3.4%

～４，０００円 8691 25.3% 23 19.8% 843 24.7%

～８，０００円 5001 14.6% 15 12.9% 566 16.6%

～１２，０００円 3621 10.5% 11 9.5% 488 14.3%

～２４，０００円 1586 4.6% 24 20.7% 273 8.0%

～３６，０００円 515 1.5% 7 6.0% 97 2.8%

～４８，０００円 213 0.6% 0 0.0% 37 1.1%

４８，０００円超 466 1.4% 5 4.3% 140 4.1%

34749 116 3412

セルメ税制対象製品の購入額 全体 割合 セルメ税制利用あり 医療費控除OTC申請あり

無回答 1816 5.3% 4 3.4% 5 0.1%

分からない 20630 60.1% 39 33.6% 1720 50.4%

全く購入していない（０円） 4262 12.4% 22 19.0% 283 8.3%

～４，０００円 5473 15.9% 18 15.5% 819 24.0%

～８，０００円 1424 4.1% 3 2.6% 268 7.9%

～１２，０００円 697 2.0% 10 8.6% 172 5.0%

～２４，０００円 285 0.8% 17 14.7% 83 2.4%

～３６，０００円 48 0.1% 2 1.7% 16 0.5%

～４８，０００円 34 0.1% 0 0.0% 8 0.2%

４８，０００円超 80 0.2% 1 0.9% 38 1.1%

34749 116 3412
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表3-2 セルフメディケーション税制の認知度と、今後の医療保険制度に対する考え方 (N=5,335)

度数

行%

500 1323 506

21.47% 56.81% 21.73% 43.7%

327 926 330

20.66% 58.50% 20.85% 29.7%

181 402 238

22.05% 48.96% 28.99% 15.4%

126 298 178

20.93% 49.50% 29.57% 11.3%

合計 1134 2949 1252 5335

21.3% 55.3% 23.5%

セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ
ン
税
制
に
つ
い
て

今後の医療保険制度のあり方について

聞いたことはあるが

よく知らない
1583

どのような制度が知ってい

るが興味はない
821

どのような制度が知ってお

り、興味がある
602

自己負担や保険料・税金を上

げて、今までどおりすべての

薬をカバーし続けた方が良い

自己負担や保険料・税金は上

げずに、他の分野の予算を回

して、今までどおりすべての

薬をカバーし続けた方が良い

現状の制度を維持するため

に、一部の薬は保険から外し

た方が良い
合計

初めて聞いた 2329

13



 
別紙３                                                   
                                  
 

 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 
 （分担）研究報告書 

 
       効果測定のための基礎資料の信頼性に関する研究 

 
       研究分担者 和田 一郎 獨協大学 

  研究要旨：医療費に影響を与える要因等を調査するために、ウェ
ブ調査で作成したデータベースについて新たに多面的な質問項目
を追加して検討をおこなったところ、信頼性に課題があるケース
が約9％みられるなど、調査における設計の重要性が示唆された。 

 

 
   D．考察 

これまでの研究によると学歴が低いことや
年齢層が最も若い/高齢グループに信頼性が
低くなることが明らかになっていたが､今回
の研究では、回答者における、”父からのACE
歴”、”児童相談所歴”、”一時保護歴”の有無につ
いて信頼性に違いが見られ、ACE歴による医
療費や生活の満足度が異なる事が分かった。 
 
Ｅ．結論 
本調査により信頼性をあげるための課題やそ
の対応策についての基礎資料が集まった。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  特になし 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 なし 
2.  学会発表 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 なし 
  （予定を含む。）  
 1. 特許取得 なし 
2. 実用新案登録 なし 
3.その他 なし 
 
 
 
 
 
 
 

 

 和田一郎・獨協大学教授  

Ａ．研究目的 

セルフメディケーション税制による医療適正化

効果における調査において、より良い研究デザイ

ンや分析の参考になるような基礎資料を得ること

が目的である。人々のこれまでの経験や属性が調

査協力や調査の信頼度に影響を及ぼす可能性があ

るために、社会福祉の視点から研究班内での検討

をおこない作成された手法によるウェブアンケー

ト調査を行い、回答の信頼度や医療費に関連する

要因についての基礎資料を作成することを目指し

た。 

 
Ｂ．研究方法 
本研究は、日本における子どもへの不適切な養育

(マルトリートメント)による社会・健康格差評価研
究-JSAPA(The Japanese Survey on Interaction of
 Adverse and Positive childhood experience tow
ards Adulthood)において、本研究用に新たにデータ
ベースを作成した。これまでのJASAPAのデータベー
ス（ACE及び属性）にさらに質問内容を変更した多面
的な質問項目を追加して、回答の信頼性を測定した。
また測定した信頼性による集団比較をおこない、信
頼性に影響を及ぼす可能性のある因子等を検討し
た。 
C．結果  
全解答数434ケースのうち、38ケース（8.8％）

について信頼性に課題が見つかった。単純項目
よりも多面的な質問項目での回答が信頼性を高
めることが判明した。 
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研究成果の刊行に関する一覧表レイアウト（参考） 
                                                                                                 
      書籍                                                                                       
 

 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体の 
 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

五十嵐中 OTC医薬品の潜在的価

値は？ 

日本OTC医薬

品協会 

セルフメディケー

ションの日シンポ

ジウム2020 

報告書 

日本OTC医

薬品協会 

東京 2021 6-11 

 
                                                                                                 
      雑誌                                                     
 

  発表者氏名   論文タイトル名  発表誌名   巻号  ページ   出版年 

五十嵐中 多様な視点で「医療の価値」を

評価 : 高額薬剤やコロナ禍の

影響で医療資源の有限性を再

認識 : 医薬品等の保険給付範

囲見直しに向けて 

週刊社会保障 75 (3131) 40-1 2021 

五十嵐中, 中野陽介, 

廣實万里子 

続:一般生活者が考える薬の価

値と受診等のあり方 : 疾患有

無等の属性による比較 

政策研ニュース 63 23-9 2021 

      

 



令和５年４月１日 
                                         
厚生労働大臣  殿 

 
                                                                             
                                機関名  横浜市立大学 

 
                        所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                                氏 名  相原 道子        
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  厚生労働科学特別研究事業                                         

２．研究課題名  セルフメディケーション税制による医療費適正化効果の評価基盤の作成についての   

         研究                                            

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学群（健康社会医学ユニット）・准教授                                

    （氏名・フリガナ）  五十嵐 中・イガラシ アタル                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


